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要　 旨

　わが国の 流通企業は未だか っ て経験 した こ との ない グ ロ ーバ ル競争に晒 され て い る。その 最大の トリガ
ー

は

流通市場 にかかる規制緩和 、つ まり市場 の 開放 の 進捗で あ り、併せ て 、 大手流通外資の進出で もた ら され た グ

ロ
ー

バ ル競争環境の創出にある 。 凵本企業は そうした環境の なか で 、流通外資の グ ロ
ーバ ル ・プ レ イヤ

ー
に如

何に伍 して い くかが問われ て きて い る。

　それは、こ れ まで保護政策の ドにあっ て 国際競争の枠組み の 埒外に 置か れ て きた わ が国流通小売企業が、グ

ロ ーバ ル競争 と い う新 しい 環境 の 下、如何 に競争力ある企業に革新 して い くか とい うこ とを テーマ とする 。

　もとより、そ こ で は乱立気味の 業界にあっ て 多 くの 小売企業が競争力強化 の 名の もと に進 む企業再編 の 渦の

中 に巻き込まれ て い くこ と とな る。と 同時 に、外資が対 日進出を図る に あた っ て は 、日本市場 の 難 し さか ら 国

内企業との提携或い は買収を不叮避とす る 。
つ ま り、わ が 国小売企業 は、内な る 要素が もた らす再編の 流れ と

外 なる 要素か らくる 再編 の 流れ との 重 なる渦の なかで 、 新たな戦略対応を求め て い くこ ととな る 。 そ して それ

は 、 欧米グ ロ ーバ ル 企業の ビ ジ ネス モ デ ル を十分 に学習 し、彼 らを超える経営 シス テ ム を構築して い くこ とに

ほ かならない 。

　企業の戦略 とは
‘

環境変化と競争 レベ ル の解釈の L に成 り立つ
’

と い い 、
‘
経営者の 認識以 hに は戦略は展開

されず、またそれ以上 に企業 の 成長はない
’

とい う。 急速 に進行す る グ ロ ーバ ル競争環境 の 本質を見極め、併

せ て流通の革新が わが 国経済 の グ レードア ッ プに資すとの 視座の 下、わ が国流通企業 と して 優位な ビ ジネス モ

デ ル 構築へ の 革新対応が まさに 求められ て い る。

第 1章　は じめ に

第1節 　ダイエ
ー破綻 の コ ン テ ク ス ト

　2004年10 月 13 日、こ れ まで、成長下 の 日本型経

営 の 成功モ デ ル と して そ の 注目を
一．一
身に集め て きた

わが 国最大の小売企業、ダ イエ ーが 産業再生機構に

支援を要請す る形 で 破綻 したω 。

　 ダイエ ーへ の そ れ まで の過去2回に わ た る金融機関

の 債権放棄な どの 支援が、結果的 に は問題 の 先送りに

終わ っ て しまっ た とい うこ とに なる 。 その背景に は、

大手銀行の 経営問題 に直結するダイエ
ー

問題が、金融

シ ス テ ム不安を招くの を心配した金融当局や中小取引

先の 連鎖倒産をおそれた政治 の 動 きも働 い て きた。し

か し、当時の 金融行政 の 転換を反映す る形 で 主 力銀行

（UFJ ）がダイエ
ー

に再建計画の 前倒 しを求め 、 激し

く迫 っ て きた こ とで結論が で た とい うこ とだ 。

　 と こ ろ で 、1957 年に創業 したダイエ
ー

は僅か 15

年後の 1972 年に は当時日本最大の 小売業
‘
三越

’
の

売上高を凌駕 し、日本最大 の 小 売企業となっ た 。 こ

の ダイエ ーの成長を支えて きた もの は と言えば、何

よ りも消費者 の 支持 があ っ たか らに ほかな らな い
。

メ
ー

カー支配の打破、海外直輸入 に よ る価格破壊、

消費者主権を訴え、消費者 の ライ フ ス タイル を変え

た革新企業で あっ た 。 そ して、
‘

95 年2 月に起こ っ た

ダ イエ ー・サ ン トリ
ー

の 取引停止事件は、それまで

の価格破壊現象を背景に、流通機構に お け る それ ま

で の メ
ーカー

主導の 製 一販の 関係を販主導の 関係 に

逆転させ る、い うなれ ば チ ャ ネル ・キ ャ プテ ン の 交
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替を示唆す るシ ン ボ リ ッ クな事件と して 語 られ る で

きごとで あっ た 。

　 しか し、そ の ダイエ
ーは バ ブ ル 崩壊後 も、土地や

株 に の め りこ む形で拡大路線を続けて い っ た結果、

い つ の まに か変化に対応す る革新能力 を失 い 、時代

から取 り残されて い っ た とい うこ とだ 。 高度成長下

の 日本型経営の 成功 モ デ ル で あ っ たダイエ ー
の そう

した姿は、さなが らバ ブ ル 崩壊以降の 過剰負債 と不

良債権に苦しんだ日本 の 企業 と金融機関 の 映 し絵と

な っ て 浮か びあが っ て くる 。

　 とは言え、何 よりもダイエ
ー

の 破綻に み る危機の

本質 は と い え ば 、それ は本来の 彼ら を支え て きた消

費者か ら見放され て い っ た とい うこ との 他 なく、資

金不足か ら店舗の 改装や新商品開発で ラ イバ ル に格

差をつ けられ 、 品揃えで の パ ワ
ー

は劣化、買 い た い

モ ノが無 い と い っ た消費者の声が その ままダイエ ー

に破綻の 道を進ませ る結果とな っ た とい える。

　 さて 、こ の ダ イエ ー破綻を機に、わが 国流通企業の

再編へ の動き、こ れか らの 進むべ き方向等 々、盛 んな

議論 ・報道がなされ た。もとよ り、わが 国経済におけ

る こ れ まで の ダイエ ーの ポジ シ ョ ン から見れば同社 の

破綻 は極め て 重大な事件で あ り、又そ うした認識を反

映 したもの である こ とは言うをまたない
。 しか し、当

該事件 は、わが国 の
‘
流通

’
を巡 る経営環境がグロ ー

バ ル に進むダイナ ミ ッ ク なシ ス テ ム 変化の 中で の 出来

事で あ っ た とい うこ と、従 っ て こ れ が単に 国内的

イ ッ シ ュ
ー

として で な く、グ ロ
ー

バ ル な コ ン テ クス

トに於 い て 語 られ るべ きイ ッ シ ュ
ーだ っ た と云え よ

う。 そ の こ とは
．
言い 換え れ ば、かか る認識な くして 、

こ ん ご と もわ が国流通企業 の 抱 える 問題点、等、そ

の経営は語 りえない とい うこ とだ 。

第 2節　新たな競争環境と対峙する わが国流通企業co

　改 めて 、わが国流通企業 の 直面 して い る経営環境

の現実をみ る とき、それは
一

口 に言っ て、2000年を

契機に、
‘
未だか つ て経験 した こ との ない

’
グロ

ーバ

ル 競争に さ ら され る とい う、新たな競争局面に入っ

た とい え よ う。

　つ ま り、2000年には フ ラ ン ス 最大手の 流通企業カ

ル フ
ー

ル の 対 日進出、2002 年に は世界最大の 流通企

業、米ウ オル マ
ー

トが西友へ の 資本参加 を通 じて の

進出、2003 年に は英国 の 最大手ス ーパ ー、テ ス コ が

食品ス ーパ ーの シ
ー

ツ
ー

ネ ッ トを買収して の 進出、

と、こ うした一連の 流通 メ ジ ャ
ーの進出が 、わ が 国

流通市場に新たな競争環境、つ まりグロ ーバ ル 競争

環境をもた らすとこ ろ となっ た 。

　本来、流通企業とは、生産 と消費者 を結ぶ 輸送 ・

保管 ・商取引とい っ た
一
連 の 諸活動を担 う、つ ま り

最終消費者を相手とす る
‘
ダ ウ ン

ー ・ス トリ
ー

ム ・

ビ ジ ネス
’

の 当事者 と し て あ り、従 っ て 概念的 に は

ドメ ス テ ィ ッ ク な産業と位置づ けられ て きた 。 ドメ

ス テ ィ ッ ク とい うこ と は
‘
国内

’
、ある い は

‘
エ リア

’

の 中に しか存在 しえない 産業とい うこ とで あ り、そ

れ は地域に根ざして い る とい う側面 を色濃 くする も

の で 、商品の仕入れ、品揃え にお い て も地場の ル
ー

トか らの 仕入を前提 と した もの となっ て い た。要す

る に地元に密着して い ない となかなか商売が しえな

い とい うこ と があ っ た。そ して 、管理 上 、
‘
エ リア

’

が
‘

飛 ぶ
’

と物流 の コ ス トが 上が る とい うこ とか ら

ス
ーパ ー

マ
ー

ケ ッ トな ど は 全国展開が 難 しい と考え

られ て きた 。 加えて 、
‘74年以来 、 小規模小売企業

の 保護i育成 とい っ た行政 の 政策 （大規模小売店舗

法 ：大店法）の枠組み の 中に置かれ て きた結果 、 流

通企業は こ れまで対外競争の 枠組みの 埒外にあっ た 。

　 しか し、90年代後半、急速に進展する世界経済の

グ ロ
ー

バ ル 化に 対応、日本経済 の 進 め る 規制緩和、

市場 開放は、IT （情報通信技術）の革命的進歩とも

あ い まっ て ビ ジネ ス の ネ ッ トワ
ー

ク化、ボ ー
ダ
ー

レ

ス な ビ ジネス の 展開 を進め、結果 として流通市場の

ドメ ス テ ィ ッ ク な競争 もグ ロ
ーバ ル な競争の 枠組み

に組み込まれ て い く処とな っ た 。 そ して流通外資の

対 H 進出 こ そがその グロ
ーバ ル 競争 の 実像 をなす と

ころ とな っ て い る。

　かか る変化は、国内市場を対象として きた企業 で
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あ っ て もそ の 競争相手は常 に 世界市場全体の 中から

登場 して くる こ と、どの 企業であっ て も世界を舞台

に 競争す る 能力が求め られ る よう に な っ て きた こ と

を示唆す る （3）
。

　因み に昨年 、 米誌ニ ュ
ーズ ・ウ イ

ー
ク は

、 リテ
ー

ル

部門 の 世界的な動向につ い て、
‘
自国に と どまり、仕

入れ先 も変えない ような小売業者はい ずれグロ
ー

バ ル

大手の軍門 に 下 る こ とを覚悟 した方が い い
’
と、鮮烈

な メ ッ セー
ジを伝えて い た鴨 それは、まさに わが国

流通企業に対 して流通グ ロ ーバ ル ・プ レイ ヤ ーとい か

に伍 して い くの か、その 戦略 の あ りようの 如何 を問 う

もの で あり、又それ に対する 回答の 用意を迫る もの と

い え よ う。

　そ こで 、先の ダ イエ ー破綻の コ ン テ ク ス ト と も重

ね合わせ なが ら 、
こ の メ ッ セ

ー
ジへ の 解をさ ぐる べ

く以下、グ ロ ーバ ル競争環境 におけ る わ が 国流通企

業の対応 に つ き考察する。

　具体的に は、  グ ロ ーバ ル競争環境の実態 として

の リテ
ー

ル ・メ ジャ
ー、ウオル マ

ー
トの 業態 の 実際 を

把握 し、  次に わが 国流通業界の 変化とわが 国流通企

業 の 取るべ き方向を見極め、  併せ て そ の 際の 経営課

題 に つ き考察す る 。 尚、こ れ ま で ビ ジ ネス の 現場 で 実

際の 意思決定の 衝に あ っ た経験か らは
、 筆者は 、 企業

の 戦略は
‘
環境の 変化と競争レベ ル の 解釈の hに成 り

立 つ
’

とい うこ と、そ して 企業の 成長につ い て は
‘
経

営者の認識以上 に戦略は展開されず、そ れ 以上 に企業

の 成長はない
’

との結論を確固とする もの で 、こ の際

は これ ら視点に も照ら し なが ら論を進め て い く。

第 2章 　グ ロ ーバ ル 競争環境 と ウ オ ル マ ー ト

第 1節　グ ロ ーバ ル 競争環境

　グ ロ ーバ ル競争環境を創 り出 して い る の が い わ ゆ

るグロ
ー

バ ル ・プ レ イヤ
ー

の 存在で あ る 。 その 姿は

売上 高ラ ン クで 見る と表 1 の 通 りだが 、昨年 コ ン サ

ル テ ィ ン グ会社 AT カ
ー

ニ
ー

が世界の大手小売業 20

社を対象に行 っ た 調査で は、そ の 三分の 二 が ロ シ ア、

中国、イ ン ドな ど新興市場 で の 事業拡大か新規出店

を計画 中とい う。つ ま り、先進国の 成熟 した市場に

とどまれ ば成長が見込め ない 、外へ で て 新た な市場

を開拓す る しかない 、と言うこ とだ 。

　 と りわ け、経済大国 の 様相 を呈 して きて い る 中国

に つ い て はグ ロ ーバ ル 競争環境の
“
集約

”
を感 じ さ

せ る もの があ る 。 2004 年末、中国 は WTO 加盟 に伴

う流通分野へ の外資進出の 全面開放を決定 した 。 そ

れ をうけ、高成長市場に更 なる 足場を築 くべ く米ウ

オル マ
ー

ト、英 テ ス コ 、独メ トロ 等欧米流通企 業の

中国出店の加速が伝え られ る処だが 、イ ト
ー・

ヨ
ー

カ堂、イオ ン なども中国で の 多店舗化を本格化 させ

て お り、わが 国企業 との 競合激化 も予想され る。

　 もちろ ん グロ
ー

バ ル 小売業の ターゲ ッ トは そ う し

た新興市場 だ けで は な く、匿界第二 位の 消費市場、

日本 もそ の タ
ー

ゲ ッ トで あ る こ とに は変わ りな く、

また イギ リス で は 同国小売業界 の キ ン グ と い われ、

136年の 歴史を誇るセ イ ン ズ ベ リ
ー

の米ウ オル マ
ー

トに よ る買収案件が俎 Eにの る な ど、競争環境は 日

進月歩 の 変 化の なか に ある。

表 1 小売グ ロ ーバ ル ・プ レ イヤー売上 ラ ン キ ン グ

　　　　　　　 （2003年度）cm／

　 順位　　　　　 企業名　　　　 売上 高 （億 ドル ）

1234567890

　
34

・

5

　

　

　

　

　

　

　

1

　

11

　

2

ウ オル マ
ート （米）

カ ル フ
ー

ル （仏）

ア ホー
ル ド （蘭）

クロ ーガー
（米）

テ ス コ （英）

メ トロ （独）

タ
ーゲ ト （米）

コ ス トコ （米）

シ ア
ーズ （米）

セ
ー

フ ウエ イ （米）

イ オ ン （日）

イ トーヨ ー
カ 堂

ダイエ
ー

2571798634538516487482452411355312311

175

（注）GICS 分 類 の 「食品
・
生 活必 需 品」 と 「複合小 売」 を統

　 　 合。｛
’04．10．13．ニ ュ

ーズ ・ウ イ
ー

ク 「グロ
ーバ ル 最 強企

　　業 亅よ り作成 ）

そ して グ ロ
ー

バ ル ・プ レ イヤ
ーズ （表 1）に あ っ
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て ダ ン トツ の 規模 を誇る の が ウ オ ル マ ートで あ る 。

そ して その存在 こ そが グ ロ ーバ ル 競争環境を象徴す

る もの と云 え、そ の 点では同社 との 対峙の 仕方如何

が グ ロ ーバ ル競争へ の対応 の如何を規定する状況に

あるともい える 。

第 2節　ウ オ ル マ
ー

ト
・
ス トァ

ーズ と い う企業

1．ウ オ ル マ ートの業態

　ウオ ル マ
ー

トは 1962 年、米国、ア
ーカ ン ソ

ー
州 ロ

ジ ャ
ーズ に て デ ィス カ ウ ン ト・ス トアーと して発足 。

爾来、創業者 サ ム ・ウオル トン の
‘
商品を

一律 に低

価格で提供する
’

を旨と して 、 三 つ の基本的信念、つ

ま り
‘
充実 した顧客サ

ービ ス の 提供
’
、

‘
個人 の 尊

重
’

、
‘

す ぐれ た成果を求め る努力
’

の もとに運営 さ

れて きた。そ して 1990年には 全米
一

の 小売業に、そ

の 後もア ク セ ル を緩め る こ とな く2桁成長を続け て

きた結果、創業 40周年の 2001 年、そ の 年の フ ォ
ー

チ ュ ン 500 社ラ ン キ ン グ （売上高）で は そ れ まで の

オイル ・メ ジ ャ
ー‘

Exxon
’
を抑えて No ．1企業 と なっ

て い る 。 そ の ウ オ ル マ ートの業態は以 ド表 2の通 り。

もとよりサ
ービ ス 企業が世界

一
の 企業 に なっ たの は

初の 出来事である  
。

　勿論、規模 の 巨大 さゆえに もた らされるネ ガ テ ィ

ブ な影響は、い ろ い ろ伝え られ て お り、まさに ウ オ

ル マ
ー

ト現象と して 多くの 関心 を呼ぶ と こ ろ と なっ

て い る 。

　例 えば 、同社は 「労組は必 要ない 」との 方針を堅

持 して きて い る の だが 、こ れ が 労使関係の合理的な

発展 を 阻害 して い る、とす る批判 が その 最 た る と こ

ろ だ  
。

　従業員 の 時給 は全米流通業 の 平均 を大 きく下回る

水準に あ る 、 或い は 、 男女別の給与体系等労働条件

の 差別化がお こ なわれて い る等々 、とか く労働環境

の話題 は多い
。

．一
方こ の 種業界として は珍 しく従業

員の 転職率は 1999 年の 70％ か ら 2003 年に は 45％ に

まで 改善 して お り、ウ オ ル マ
ー

ト側 で は職場環境の

改善に 負 うもの と い うの 。尤 も、こ の 間 の 不振 に あ っ

た米国経済の実情を勘案する とき、 当時の雇用環境

からは 転職 の 機会が乏 しか っ た こ とを考慮 して 見る

要はある 。

　更 に注 目されるの がマ クロ の 視点からも極め て 大

きな影響力を持つ 存在とな っ て きて い る とい う点だ。

ウオル マ
ー

トの 対 中輸入取引 は 、い まや全米 の それ

の
．・
割 を占め る （表2）とい うもの だが、

一
企業が米

国の 対中輸入取引の
一割を占め る と言 うこ との 持つ

意味は きわめ て深い
。 因み に近年、世界経済の リス

ク要因の
一

つ と して 指摘 され る米国の 貿易収支 の 不

均衡拡大、こ れ が対中貿易を主た る要因と して進む

なか、それが米国内雇用機会 の流失問題、ある い は

国内保護主義運動の覚醒 を促 し、さ らに は、国の対

中輸入の
一

割 を
一

企業 に負う姿は安全保 障の 視点か

らも極め て ク リ テ ィカ ル な側面を託つ もの とも指摘

され る。それで もウ オル マ
ー

トが世界 で 最 も
‘
尊敬

さ れ る 企 業
’

（The 　 World ’
s　 Most 　 Admired

Companies）ナ ン バ ー・ワ ン に擬 される現実は
、 何

を語る もの と云え る の か 〔8）
。

表2 ウ オ ル マ ート ・ス トア ーの業態

売上高 （2002） 2450億 ドル （世 界 No，2小 売業 （仏 ） カル フ
ール の 3倍）

買い 物客数 （
一
週間単位） 138 白万 人 （年間を通 じて、全 米世帯の 82％ が

一
度 は ウ オ ル マ

ー
ト

で 買 い 物 を して い る）

店舗数 4750店舗

従業員数 130 万 人

対中輸入 （2002） 120億 ドル （
一
社で 全米輸入の 10％ を扱 う）

〔BusinessWeek；　Oct，6，℃3
’
ls　Wal −Mart 　too　Powerful ？

’
よ 1，作成 ）
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2．ウ オル マ ートの経営パ ラ ダイム

　か っ て経営学者 P．ドラ ッ カーは ウ オ ル マ ートの

成功につ い て
‘

ウ オ ル マ
ー

トの 成功 は、小売 の 定義

を
‘
販売

’
か ら

‘

商品移動
’

に変えた こ とにある
“

と

指摘 して い る   。

　この 革新 を可能 と し た の は、言 うまで もな くIT を

軸に した効率的で 巨大な情報通信シ ス テ ム の 構築に

あ り、加 えて 巨大な物流 セ ン ターを擁 した物流シ ス

テ ム の導入 で あ っ た 。

　同社は こ の ［青報シ ス テ ム に よ り消費者の購買行動

に つ い て の 情報が リア ル タイ ム に 入手可能 とな り、

その 1青報に基づ い て 工場の機械か ら店舗の フ ロ ア に

い たる全 プ ロ セ ス の 統合 を行 っ て きた。そ の 結果 は、

三 段階に 亘 る在庫 を不要と し、それ まで の コ ス トの

約三 分 の
一

をも合理化 して い っ た と言 わ れる。と 同

時 に機会損失の 発 生 を圧 縮 しつ つ 、大量買付け方式

の 追求をはか り、 豊富な品揃え と低価格で
一

気に顧

客 を取 り込ん で行 くこ とで今日の成長を確か なもの

として きた 。

　それ は前述 の
‘
顧客に少 しで も安い 商品を提供す

る
’

とい う創始者ウ オル トン の 経営哲学
‘
　Every　Day

Low 　Price
’

（EDLP ）の 継承を前提 と した企業成長

の姿で あ り、そ こ に
一

定 の
‘
尊敬 され る企業

’
たる

側面 を見出す こ とが で きる 。 そ し て こ れ ら高度情報

シ ス テ ム の 導入 は言 うまで もな く、ドメ ス テ ィ ッ ク

な企業と され て きた流通企業を広域なグ ロ ーバ ル な

企業へ と、 その パ ラ ダイム シ フ トを可能とする もの

で 、企業の 進化 とする点で そ の意義は深い
。

　果たせるかな、90年代に 入 りウオ ル マ
ー

トは成長

戦略 として海外展開を本格化する 。 彼らの海外展開

は、米国内市場 の 限界感 とい う こ と よ りは、当時 の

世界経済の 環境変化を見据えた うえで 、ラ イバ ル が

争い に 加わ る前 に、海外 で の 事業に 進出 し、そ の 複

雑 さ を学 び 、競争 Eの 優位を築か ん とす る もの で、

言うなれ ば世界市場が グロ
ー

バ ル 化 して い くこ とへ

の 対 応戦略と位置 づ け られ る ae｝
。

　現在、彼 らは 10力国に 進出を果 た し、海外 の 売 り

上げ は 2001年で ウオ ル マ ー
ト全収益 の 16％ とい わ

れ て い る 。 勿論 、 ウ オル マ
ー

トとして もい まだ海外

の 現場 で多 くの 難問 に直面 して い る の だが、こ れま

で の 経験からは
‘

世界に拡大して い くため に は、ふ

さわ しい 国 をふ さわ しい タ イ ミ ン グで 選択 して い か

な け れ ばな ら ない
’

こ と、そ して
‘

海外 事業に関す

る 長期 戦略 は その 事業 を テ コ に真 に グ ロ ーバ ル な 企

業を作る こ とで 、物流 ・輸送網を世界に広げ 、 ウ オ

ル マ
ー

トの 国内事業 と海外事業の あ い だに密接な連

携 を築 く
’

こ とを日指す とい う 。 ウ オル マ
ー

トの未

来 の 姿がそ こ にある とい うこ とだが、極め て 興味深

く、示唆的で もあ る （11）
。

3．ウ オ ル マ ートと日本 企業

　改め て 、ウ オル マ
ー

トの 売り上げを、凵本の それ

と比較し て み る。ウ オ ル マ
ー

トの 年 間の 売上高は約

30兆円、そ の 対前年増加額 は 約 3 兆円 だ が 、こ れ に

対 して 日本の代表的小売業
．．・
社 の 年間売上高が 3兆

円、言 い 換 えれ ば わが国流通 トッ プ 企業の 年間売 り

ヒげは 、 ウ オル マ
ー

トが年間に伸ばす売上額に同じ

だ とい うこ と になる。 こうした並外れ た規模を擁す

る企業 と競争す る とすれば月並みの 戦略で は打ち勝

て な い こ とは 明 らだ。

　彼 らの 戦略の 基本はと云えば、大量購買 を背景に

低価格 に よ る大量販 売 とい う価格 政 策 に あ る 。 とす

ればかれ らとの 競争に の ぞ ん で はそれ に対抗で きる

商品価格をい かに実現 して い くかが問 わ れて い く。

　予て 、

‘
小売

’

と
‘
規模

’

の関係は商品の 価格、即

ち競争価格上 もっ とも重要 なフ ア ク ターとして密接

に絡む もの とされ て い る とこ ろ だが、と りわけ リ

テ
ール ・メ ジ ャ

ーとの 競争にあっ て彼 ら に対抗で き

る
‘

価格
’

の実現 に はやは りス ケ
ー

ル 面 で の 追求が

必要とな っ て くる 。
つ まり、企業規模 を拡大する か、

ウ オ ル マ ートに対抗 しうる グ ル ープを形成 して い か

ない 限 り勝 目 は な い と い うこ とだ 。 因み に、世界の

60 の 小売企業が連携 して作 っ て い る BtoB ネ ッ ト

ワ
ー

クWWRE （
‘
World　Wide　Retail　Exchange

’
）は
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対ウ オル マ
ー

ト戦略 の 試み で あ り、イオ ン もこ れ に

参加して い る の だが 、まさ に か か る現状認識に立っ

た戦略対応 の
一

つ として、Lげられ る （12）。

　こ うした 状況 を踏 ま え、今後の 戦略 を考 えて い く

上 で 、 重要な視点は 、　
・
つ に はマ

ー
チ ャ ン ダイジ ン

グを どう考えて い くか、つ ま りそれ は商品 の 仕人れ

か ら販売まで の 流 れを世界的に通用す る仕組み に変

えて い け る か どうか 、そ して もうひ とつ は、そ の 背

景に あるス ケ
ー

ル とい う問題 をどの ように考える か、

とい うこ とにある 。 そ して そ の 捉え方如何 で 当該戦

略 の あ り方が変 わ っ て い くこ ととな る。

　ま さに 「環境変化 と競争 レベ ル の 解釈」の 如何 が

問われ る とい うこ とに な る 。 そ こ で 、 大変革との 対

峙 を迫られ て い るわ が国流通業界 の 現状 と 問題につ

き戦略的視点か ら以 下 に引き続き論をすすめ る 。

第3 章　流通 業界の 大 変革 と問題

第 1節　外資が誘引するわが国流通企業の 再編渦

　2000年を境に、凵本の 流通 （小売）市場が
・
挙に

グ ロ ーバ ル 競争の 枠組み の 中 に組み込まれ て きた状

況 に つ い て は先 に指摘 した 。

　 しか し、わ が 国流通市場 に グ ロ ーバ ル 競争 の 先鞭

をつ けた の は 、 流通規制緩和が進み だ した 1991 年、
‘
大規模店舗

’
と

‘
直接取引 ぎ をベ ー

ス とする ビ ジ

ネス モ デ ル を抱 えて 日本進出を果た した米小売企業

‘
トイザラス

’
であっ た 。

つ まり彼らの 持ち込 ん だ ビ

ジネス モ デ ル が まさに わが国流通業へ の
‘

革新
’

を

もた ら し、その 後 の 流通企業の 経営戦略に 基本的な

視座を与え る処 となっ て きた 。

　そ の 革新 の ポ イ ン トは い うまで もな く
‘
規模

’
で

あ り、メ ーカ ーとの
‘

取引関係
’

にある 。 まず、彼

らは 1000坪 と い う広 い 売 り場 を もっ て 日本 市場へ

の デ ビ ユ ーを果た した 。 当時の 日本で の玩具、お も

ち ゃ 小売業 の それは 20〜30坪程度 の もの で あ っ た

だけに、1000坪とい う大規模の小売 ス タ イル は業界

に大きな衝撃を もた らした。しか も凵本 では どちら

か と言えば、お もち ゃ 業界、衣料業界とい っ た よ う

に業界で分かれて い た の が常だ っ たが、トイザ ラス

の 店頭 で は衣料もあれば、お もち ゃ も、自転車 もあ

る とい うこ とで 、業界 （取 り扱う商品）分類 が 全 く

違 う とい うもの で あ る。もう
一

つ の メ
ーカ との 取引

関係だが、彼 らの そ れ は
‘

直接取引
’

を基本軸とし

たもの で 、大量注文 による メ
ー

カ
ー

か らの直接購買

を旨とし、
い わ ゆ る

‘

流通主導
’

の サ プ ラ イ チ ェ イ

ン の 構築、コ ス ト合理化 を通 じて の
‘
低価格

’

に よ

る マ
ー

ケテ ィ ン グ の 展開がそれで ある 。

　前述 リテ
ー

ル
・

メ ジ ャ
ー

の 対 日進出 は 言うなれば

こ うし た変化流 の延長線上 にある の だが 、と りわ け

彼ら の 経営規模 の 大きさが故に もたらすイ ン パ ク ト

が更な る競争の グ ロ ーバ ル化環境を生 ん で い る とい

う点でそ の 進展を新 たな フ ェ
ーズとして こ こ で は捉

えて い る 。

　 しか し、果 たせ るかな世 界ナ ン バ
ー

ワ ン 小売業

「ウ オ ル マ ート」、ナ ン バ ー
ツ
ー 「カ ル フ

ール」の 日

本市場 で の 業績は い ずれ も不振 に あ り、こ の うちカ

ル フ
ー

ル に つ い て は既に この 3月、凵本か ら
‘
撤退

’
、

全て をイオ ン に 引 き継 い で い る。

　 トイザ ラ ス の ケー
ス で も見た よ うに、商品 を 大量

に 仕入れる こ とで コ ス トを抑え、低価格で 売る の が外

資系小売業の
一
般的な特徴であり、カル フ

ール も世界

戦略として 低価格路線 に こ だわ っ て きた。 口本で も本

国の フ ラ ン ス 同様、生鮮品や 日用雑貨、家電製品な ど

の 商品群 を広 い ワ ン フ ロ ア
ー

に揃える「ハ イパ
ー

マ
ー

ト」と呼ば れ る業態で展開して きた 。 しか し、現実は

一
言 で い うならば、多様 な価格帯 や種類 の 商品を購入

する 円本の 消費者をつ か み きれ ず、売上 は伸 び 悩 み、

赤字が続い て きた 、 とい うこ とだ 。 そ こ で は 、 日本市

場の 理解の 難しさが語 られ、現地企業との 何 らかの 戦

略関係が不可欠 との指摘がなされ る の だが 、 カ ル フー

ル は 100％単独で の 進出だ っ た 。

　ウオル マ
ー

トも同様な状況に あ り、2004年 12月

期の連結決算で は 2002年の進出以来3期連続の 赤字

計 Eを余儀な くされ て い る 。 結論的に 云えば彼らの

EDLP つ ま り
‘

最低価格帯 に 偏 りす ぎた商品政策
’
が
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消費者 に受け人れ られなか っ た と い うこ とだ が、決

算発表直後の 米誌ビ ジネス ウ イ
ー

ク で も、旧 本の 消

費者は rock −bottom　price （最低価格）に は、安か ろ

う、悪 か ろ うの 発想が根強 くあ り、仮 に 同
一

品 で

あっ て もな か なか彼ら の 関心を引きに くい 。 そ の 点

で は ELDP が受け入 れ られ る まで に は時間 を要す る

で あ ろ う
’

と 口本 の 消費者市場 の 理解 の 難 し さ へ の

認識を新た に して い る｛1・1）
。

　 こうした こ とか ら、彼 らは い ま日本市場進出 にあ

た っ て は 、 口本企業と手を組む （業務提携戦略）か、

或い は 日本企業を傘下に取 り組む （資本参加、買収

戦略）か、の い ずれかの 戦略をとらざるを得ない と

の
一定の 認識 を深 め る とこ ろ とな っ て い る 。

　因み に、英 テ ス コ は 日本で の M ＆A を加速 させ て

お り、昨年 7 月 に は 首都圏の ス
ーパ ー、シートウー

（加工 食品の 低価格販売）を買収 、々 8月に は産業再

生 機構 の 支援決定 を受け た 中堅 ス
ーパ ー、フ レ ッ ク

（丁葉 市）の ス ーパ ー部門 （生鮮品販売）を買収し 、

シー
トウ

ーと統合 させ事業の 相互補完によ る拡大を

図っ て い る 。 彼らの海外事業は現地 の 流通業と組む

手法をとる こ とを基本として お り、これ 以外の ス ー

パ
ー

へ も接触 して い るとい う。

　 こ の こ とは 同時 に 、わが 国、流通企業の 多 くが こ

うした外資が誘引す る、つ まり外か らの イニ シ ア テ

ィ ブ に よ る 企 業再編 の 渦 に 巻 き込 まれ て い くこ と を

示唆する 。

　一
方、以下 で もみる ように、国内流通業界 自身、自

らを巡 る環境変化に対応す べ く業界の 再編、企業の

再編 を必至 と受け止 め て お り、さすれば 日本の小売

業は、い まや外的要因、内的要因からも企業再編 の

渦の なか に巻き込 まれ て い く状況にある。

第2 節　小売業は大変革の 時代を迎える

　翻っ て、こ れ まで の わが国流通市場、流通業界を

巡 る変化 の 推移 を レ ビユ ー
す る 。

　先に見た とお り、こ れ まで わが国中小小売業は 、

大規模小売店が各地 に出店す る と、集客力な ど の 点

で 中小商店よ り優位に 立 つ とい うこ とか ら、大型店

の 出店を規制す る こ とで 、中小小売業の 事業機会 の

確保 ・育成を目的と した
‘

大店法
’

の ドで保護さ れ

て きた。その 結果は、対外競争 に晒され る こ ともな

く、国内的に は メーカー系列 と して の 中小小売業、

その 他零細小売企業等が乱立す る オバ ー
ス トア

ー
現

象をもた ら しそ の 方 で は、彼ら を競争環境の 温室

化に よ る高 コ ス ト構造 を は らん だ ドメ ス テ ィ ッ ク な

企業、業界としてあ り続け、流通プ ロ セ ス もブ ラ ッ

ク な部分 を多 く残す ままとな っ て きた。

　 しか し、こ うし た無風状態にあっ たそ れ まで の国

内流通 市場 の 競争環境 は、2000年 の 大店法廃止を契

機に、90年代後半か ら加速 して きた金融ビ ッ グ バ ン

等各種規制緩和 ともあい まっ て 、流通外資 の 急速 な

対 日進出を促す とこ ろ とな り、
一一
挙に わが 国流通市

場 に グ ロ
ー

バ ル な競争環 境の 形成 を見 る と こ ろ と

な っ た 。 こ の こ とは、今 日の銀行業界の再編劇に見

る ように、規制 され た業界や 閉鎖され た マ
ー

ケ ッ ト

とい うもの は い つ れ打ち砕か れ ざ る を得な い こ とを

語 るもの だが、
‘
小売

’

はそ の 最たる存在 であ っ た 。

　 もちろ ん、80 年代を通 じて わが 国流通企業に も、

積極的 に 海外流通企業 と の 資本提携 、業務提携、更

に は M ＆A 等、国際化に よ る多角化戦略を進め る動

きは あ っ た。

　 とりわ け大手ス
ー

パ
ー
等は、大店法に よ り日本国

内 で の 出店が規制 され て い た とい うこ とか ら多角化

戦略に シ フ ト して い か なけれ ば、企業 と して の 成長

戦略が組めない 、とい う事情 を強 く反映 した もの で

あ っ た 。 が 、
一
方で は 、ち ょ うど国内の大型流通企

業が成熟過程 に入 っ て い く中 で 頭打 ちにな っ て きた

とい っ た状況 もあ り、そ れ を カバ ーする ため に も外

資との 提携 を指向して い た と い うもの で 、い うなれ

ば基本的に はこ れ らは限界的成長戦略として の対外

進出 で あ り、国際化で あ っ た と位置付け られ る。

　 しか し、今日の
‘

そ れ
’

は規制緩和の 進行、IT技

術の 革新を背景に、流通外資の 対日進 出を軸 に 形成

され て きた内外市場の
一
体化を前提 と した今まで に
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ない 競争環境、グ ロ
ー

バ ル な競争環境へ の 対応 とい

うこ とで 、基本的、質的 に大 い に異なる。

　過去20余年とい うもの、大店法に よ っ て大型小売

の 出店が出来 なか っ た こ とは 前述 の 通 りだ が、こ の

‘

出来なか っ た
’

とい うこ とは
‘

競争が なか っ た
’

と

い うこ とで あ り、競争がない とい うこ とは小売技術

が
‘

進化し なか っ た
’

とい うこ とを意味する もの で 、

そうした状態が長 く続い て きた こ とになる 。 因み に、

わが国の 小売上位 10 社が全体 の 小売に占め る シ ェ

ア
ーは 6％程度に と ど まるもの で 、フ ラ ン ス で は そ

れ が 8割、イ ギ リス で 6割、米国 で 4 割と言 う形に

な っ て い る。こ の こ と は 欧米 で は大規模な企業が

マ ーケ ッ トを制覇して い る とい うこ とだが 、日本の

場合は中小零細 を含めて い ろ い ろ な企業が乱立 して

い る とい うこ と一大店法の効果
一で あっ て、そ れ だ

けわが国経済の 効率が劣後する もの とな っ て きた こ

とを示唆する 。 もと よ り、そ の
‘

し わ寄ぜ が消費

者に回 っ て い ると言 うこ とで もある。

　かつ て、ハ ーバ ードの M ．ポーターは 目本の 流通に

つ い て 、時代遅 れの 卸売 りや 小売 の 流通 シス テ ム だ、

と した うえで そ の 後進性故に 関連産業の 国際的 な 成

功 を妨 げて い る こ と、そ して こ うした流通チ ャ ネ ル

に依存 して い る産業の イ ノ ベ ーシ ョ ン は期待 しが た

い 、と指摘 して い た（14）。

　 い まや その 問題の所在こ そが 現実の課題 として受

け止められると こ ろとな っ て い る。それは、わが国

流通企業と して もグ ロ ーバ ル なパ ー
ス ペ ク テ ィ ブ の

下、価格競争力 を如何 に確保 し、経営効率化 を如何

に 図 っ て い くか とい うこ とだ が 、そ の プ ロ セ ス こ そ

は経済全体の 効率を高め る シ ナ リ オで もある わけだ 。

そ して、こ の こ とは、まさに前述 ポ
ー

タ
ー

の 指摘に

対する回答作 りで もある 。

　もとよ り、具体的対応へ の ヒ ン トは基本的には 先

に 見た トイザ ラ ス の
‘

革新
’

の 中に求められ る べ く、

そ こ で は、企業の再編に よ る体制の合理化・効率化は

不可避 な戦略となっ て 迫 っ て くる。
こ の こ とは当然の

こ とと して 小売企業の 多 くが 、新た な再編の 渦の なか

に お か れ て い くこ とになる わけ で 、前述、流通外資の

進出効果 とも相俟 っ て進 むとき、わが国小売業は ま さ

に大変革の 時代を呼ぶ と こ ろ と なっ て い る 。

第3節　川下 （小売）の 再編が川上 （メーカー）の

　　　 再編を促す

　小売業界の 再編が
“
ス ケ

ール
”

を引 き金と して 進

むとするならば、結局は上位集中、即ち寡占化を意

味する こ ととなる 。 もと よ り、わ が国小売業界 の 現

状 はい うなれ ば中小零細企業を含め て い ろ い ろ な企

業が 乱 立 した 状態に あ る だ け に、その 再編 は 全経済

的に生産性 の 向上 、 競争力の 強化に つ なが る とこ ろ

だ 。 ウ オ ル マ ー
トは 日本市場 で の 戦略 と して 更なる

投資機会の 追求を示唆して い る が 、 まさ に この 点を

突くもの と云 え、非効率な企業の 買収を通 じて企業

規模の 拡 大を図り、日本市場に おける経営基盤の拡

充を狙うもの とい える。そ して 、圧倒 的な販売量 を

バ ッ ク に仕入れ価格の交渉力の強化を図る、つ まり

パ ーチ ェ ス イ ン グ ・パ ワ
ー （Purchasing 　power）を

通 じたサプ ラ イチ ェ
ーイ ン の構築とい う戦略意図が

その 背後 に あ る 。

　例えば 、 日用雑貨大手の米企業プ ロ ク タ ー・ア ン

ド
・
ギ ャ ン ブ ル （P＆G）では売上高 の 14％が対ウ

オル マ
ー

ト取引とい うが 、 その 実態は、ウ オ ル マ ー

トが 自社の 巨大な販売力 を背景に メ
ーカ ー

（P＆G）

か ら有利な取引条件を引 き出 し大量 の 買 い 付けを

行 っ て い る とい うこ と だ。因み に、P＆G が ウ オル

マ
ー

トの 最大の ベ ン ダ
ー

の
．一
つ とな っ た 85年以降、

ウ オ ル マ
ー トの マ

ーケ テ ィ ン グ ・パ ワ
ー

をベ ー
ス に

両社合同の市場戦略会議を持つ よ うに な っ て か らは

ウオル マ ー
ト主導の 生産対応が展開され て きて お

り、 P＆G もその 合理性を評価 し、まさ に
‘

販
’
主導

の サプライチ ェ イ ン が確立 されて きて い る。その 実

情は
‘P＆G165 年の教訓

’

の副題 をもつ
‘Rising

Tide’に詳 しい 〔15）。

　か くして、市場が成熟 して い る消費財を扱うメ
ー

カーは、原材料価格の 上昇を容易 に 転嫁で きず、低
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コ ス トの 経営構造 へ の 転換が迫 られ る と こ ろ とな っ

て くる 。 昨今、伝え られ る米国で の 日用品、食料品

な ど消費財 メ
ー

カ
ー

の リス トラの 加速、事業あ再編

等の 動 きは
一

義的 に は 当該市場の伸び悩み を反映 し

た もの と言うこ とだ ろ うが、実態的 に は 圧倒 的な販

売量 をバ ッ クに した大手小売業か ら の強い 値下げ圧

力を反映 した動 きとい え、
‘
販
’

に応える
‘
製 の 姿

と して 浮 き彫 りされ る 。

　 もとよ り、こ うした製 ・販 関係 の 枠組みが変化 し

て い くな か にあっ て は、中間流通 に お い て も更なる

合理化 ・効率化 を余儀 な くされて い くとこ ろ で あり、

となれ ば こ うした
‘

変化
’

は産業構造全体に わたる

変化 とな っ て 進む処 と なる。

　 つ まり、グ ロ ーバ ル競争へ の対応戦略 として 小売

業界の 再編が進 む
一
方で 、大規模企業 の ニ ーズ （大

量買付力）に応えて い くべ く、
メ
ー

カ
ー
側で の 再編

も進 む こ ととな ろ う。そ して 、それ は ス ケ
ール を

伴 っ た もの となっ て進む こ ととな ろ う。 まさに 、 川

下 （小売）の 再編が川上 （メ
ーカー）の 再編 を促す

とい う図式だ 。

　 こ れは言うなれば従来からの 経済 シ ス テ ム の 合理

性 が 変質させ られ て い くプ ロ セ ス で あ り、わが 国流

通に おける 歴史的な大変革をもた ら して い くこ と を

意味す る 処だが、そ れ は 、経済の構造変化 を通じて

新たな成長基盤が提供 され て い く事を示唆す る もの

とい えよう。

第 4 章　経営課題

第 1節　変化 へ の 認識
一 戦 略は環境変化と競争レ

　　　 ベ ル の 解釈の 上 に 成 り立つ
’

　ウ オル マ ート対 日進出の 発表直後、日本経済新聞

が彼 らの 対 日進出に つ き関係企業に行 っ た ア ン ケ
ー

ト結果で は
、 「脅威」と感 じて い る 人 は 「小 脅威」と

感じて い る もの を含め 47％ に留ま っ て い た 。
つ ま り

半数は脅威 とは感じて い ない と言う事だ っ た  
。

　確か に、ウ オ ル マ ートの業績は既に見た ように不

振 を託 ち、また カ ル フ
ー

ル は撤退、と い うこ ととも

なれ ば、ア ン ケー ト結果の ように恐れ る に は足 りな

い 存在として い まも映ろ う。 しか し、ウ オル マ ート

もカ ル フ
ール も毎年売上 を伸ば し、利益 も伸ば して

い る現実 は 彼 らの 経営 competence の 高さを語る も

の で あり、彼ら に学ぶ べ き要素は い まなお多い 。

　そして それ らを通 じて 、世界に 通用す る 戦略的 な

経営の仕組み をい か に作り Eげて い くかを課題と し

て 進む こ ととなろ う。 そ して そ の 際 マ ネジ メ ン トに

求め られ る こ とは 、環境の変化をどう捉え 、 それが

もたらす競争の 質的変化、競争の レ ベ ル の 変化を如

何に捉えて い くか、と言うこ とに なる。もとより、こ

こ で い う競争の 質的変化とは、　 ・つ に は
‘

市場
’

対

応 に かか る変化で あ り、もう
一

つ は
‘

経営力
’

の あ

り方 に かか る事 とい える 。

　因み に、日本の市場は独特の 流通構造 をもっ て お

り欧米企業 に と っ て は参入 し に くい
。 先 に み た ウ オ

ル マ ートなど進出外資の 業績不振はそ の 難 しさを語

る処だ。しか し、それで も彼 らは 対 日進出を日指 し

た の は 、日本市場を視野に入れ る こ とな くして はア

ジア市場 で 有利な競争を進め る こ とは難 しい か ら だ 。

し か し こ うした動 きを単に小売業の動 きとして の み

捉 える こ と な く、い まや産業構造 の 変化 と して 捉え

て い くこ とが 不 可 避 となっ て きて い る。と言 うの も

ウ オ ル マ
ー

トの ケ
ー

ス に見 た よ うに、彼ら は P＆G
，

コ カ コ ーラ な ど大手 メ ーカーとの 戦略的な関係を結

ぶ こ とで、流通構造 を大きく変えて きた 。 日本の家

電メ ーカーなどもア メ リ カ で販売する ときに は、大

手小売業 の 提示す る条件に応じる こ とが 求め ら れ る 。

海外で は大型小売業の ル
ー

ル に フ ォ ロ
ー

せ ざるを得

ない 。今後、中国 で も欧米の 大メーカーと大小売業

の 戦略的な連携が展開され て い くだ ろ う。食品 メ
ー

カー
で はネス レ など積極的に大手小売業との グ ロ ー

バ ル な取 り組み に参画して い くだろ う。そ うした流

れが広が っ た と き、日本市場 だ け独特 の 枠組み を維

持 して い くとい っ た ような こ とは次第に難 しくな っ

て い く。こ の こ とは、目本 の メーカー
や小売業 も、本

格的な グ ロ ーバ ル競争の 中に巻 き込 まれ て い くこ と
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を意味し、こ の 点 で は市場対応 も製 ・販 の 関係性 を

踏まえた もの として い くこ とが 不 可 欠とな っ て きと

い うこ と だ 。

　 また 、 経営力の 如何は言い 換えれ ば
‘

競争優位
’
確

保とい うこ とだが、こ の 前提 は当該競争の レ ベ ル を

どう読み と る か に かか っ て くる 。 か っ て、ウ オ ル

マ
ー

トが イギ リス に進出 した こ と で、イギ リス の
一

部の 物価 は7 − 8％ も下が っ た とい う。 こ れは ウ オ ル

マ ートが 独自の 価格競争力を持 っ て参入 した結果 で

あ り、彼らの マ
ー

チ ャ ン ダ イ ジ ン グが イ ギ リ ス の 国

民生 活に 貢献 し た と い う こ と だ が、こ の こ と 自体 、

彼らの 競争優位の レ ベ ル を示唆する もの で あり、彼

らの 持つ ベ ス トロ ーカ ル ともい える〔1％

　要は國際的な枠組み で戦略を展開して い く上 で 、

そ の 実施に よ っ て外 部環境 にある機会 を活用 で きる

か、外部環境に あ る脅威を無力化する こ とが で きて、

初め て 戦略の 経済価値が担保 され（18｝、当該企業の 経

営力を担保す る こ ととなる わけで、そ の 意味で マ ネ

ジ メ ン トに おけ る
‘
環境 の 変化

’
と

‘
競争 レ ベ ル

’

の

解釈 の あ りかたの 重要さが 再認識 さ れ る 。

第2節　企業の 成長 一 ‘
経営者の認識以 上 に戦略は

　　　 展 開されず、それ以上 に企業 の 成長はない
’

　ジ ャ ス コ （現イオ ン）は 96年、ア メ リカ の コ ン サ

ル 企業 「カー
ト
・
サ イモ ン」 に企業診断を依頼した

こ とがあ る 。 そ の背景は こ うだ 。 当時専務で米タ ル

ボ ッ ト社の 日本法人社長を兼ねて い た岡田 元也社長

は予 て、
‘

外資が 入 っ て きた と きに、今の ま ま で は、

口本の マ
ーケ ッ トは 我 々 の みならず全部つ ぶ されて

し まうの で は ない か
’

とい う危機感を持 っ て い たと

い う。 そ こ で、タル ボ ッ ト米本社が経営不振に陥っ

た際、 カートサ イモ ン社に診断を仰ぎ、その 結果、タ

ル ボ ッ トが再生 したとい う経緯を経験 して い た こ と

か ら、同社に診断を依頼した とい うもの の 由。

　果たせ るかな、彼 らの 診断結果は、衝撃的な もの

で、
‘

もし今 の 経営の 仕組み の ままで 進むとする と、

ジ ャ ス コ は 5年 ももたない 、む しろ 3年で外資に飲

み 込 まれ る、
’

と言うもの だ っ た とい うD そ し て 、そ

の 後の ジ ャ ス コ の 戦略思考は変 っ て い く。
つ まり、

世界に通用する経営の仕組み を作 りヒげて い くと事

を基本路線 とする こ と、そ して 21世紀 と言う新時代

の経営環境を見据えた企業 ミ ッ シ ョ ン を固 め る と同

時に、経営の 目標 をグ ロ
ー

バ ル な視点に シ フ トして

きた とい う。
つ まり、こ れ まで イ トーヨ

ーカ堂な ど

国内企業との 競争を目標 とした、つ まり目標を 口本

一
に置 くこ とな く、

‘
グ ロ ーバ ル 企 業 ベ ス ト10

’
入

りを 目指す こ と と し、前述 の 「グ ロ
ー

バ ル 10構想」

として掲げ今凵に い た っ て い る D

　こ うしたイオ ン に とっ て の良き先行事例が先に み

た英国の テ ス コ だ 。 彼ら は英国ナ ン バ ー
ワ ン の セ ン

ズベ リ
ー

を予 て ラ イバ ル に置 き、戦略を進め て きた 。

が、どうして も勝て ない 。 そ こ で ウ オ ル マ
ー

トの 展

開する グ ロ
ーバ ル 戦略 を意識 しつ つ 、当時の 欧州経

済の流れを見据え、彼 らの 目標を従来の
‘
英国ナ ン

バ
ー

ワ ン
’

か ら
‘
欧州 ナ ン バ ーワ ン

’

を 目指す戦略

に 切 り替えて い っ た とい う。 そ の 結果 は、英国ナ ン

バ ー
ワ ン だ っ た セ ン ズ ベ リ

ー
を凌駕 し、英国ナ ン

バ ーワ ン の座を射止め る処 とな っ た 。 こ の 間 の セ ン

ズベ リ
ー

だが、彼 らは従来の 英国ナ ン バ ーワ ンの ポ

ジ シ ョ ンの維持に 固執する ばか りで 、環境 の 変化に

は鈍感だ っ た とい われる 。 そ して今、彼らは ウ オ ル

マ
ー

トの 買収の ターゲ ッ トに もな っ て い る の は、既

にみ た とお りだ。日本 の ダイエ
ー

が 自己の ポ ジ シ ョ

ン に慢心 し た結果 、か れ ら を取 り巻 く環境の 変化に

鈍感と なっ て い っ た 、そ うした姿を再び想起させ る 。

　
‘

経営者の 認識以 ヒに戦略 は 展開 されず、それ以上

に 企業の 成長はな い
’

とは筆者の 予て の 思 い だが 、

マ ネジ メ ン トが対峙せ ねば ならな い 課題 とは、実は

この 含意を体現 して い くこ とに他ならない
。

第5章　結び
一
経済の グ レードァ ッ プ と流通企業

　昨年秋、英経済誌エ コ ノ ミ ス トは漸 く景気回復 の

動 きが出 て きた当時の 凵本経済に つ い て、
‘
トヨ タ な

どの 競争力ある グ ロ ーバ ル 企業の おかげで 日本経済の
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国 際 ビ ジ ネス 研 究学会年報 2005 年

回復 が 在 る の だ が 、流通等サービ ス 産業は未だ非牛 産

的状況にあ り、 それ らが回復を阻害して い る
’
、と し

て 当該産業、企業の 意識変革が必要 と強調 した ag．｝
。

　再び 、 M ．ポー
タ
ー

は 目本経済の 質に つ い て こ う指

摘 して い た 。

‘
先進国が発展 を続け る　

・
部として 、

サ
ービ ス の 国際的な役割の増加がある 。 日本 の 産業

の 多 くは、国内で は よ く発展 して い る 。 し か し、國

際市場で は 重要な地位 をほ とん ど占め て い ない 。こ

の た め 産業 ク ラ ス ター
の 深化が 制約 され 、経済の グ

レードア ッ プの 可能性に限界がで きる こ と に な る だ

ろ う
’

と（2°）
。

　 さ て同氏の指摘は13年まえの こ とだが、い ま再び

エ コ ノ ミス ト誌 に よ っ て 同様、指摘が なされ る とい

うこ とは、　
一
体どう考え られるべ きで あ ろ うか。

　 グ ロ
ーバ ル競争 の 深化 とい う新た な経営環境に

あ っ て わが国流通企業に求め られる
“
革新

”
とは、い

うなれば、流通 メ ジ ャ
ーに対抗しうる競争力基盤の

再構築で あ り、そ の展開の仕組み づ くりとい う事だ

が、要 は ウ オ ル マ
ー

トに代表され る流通 メ ジ ャ
ー

の

ビ ジネス ・モ デ ル を超える コ ン ピテ ン ス の 追求に他

ならな い 。それは流通企業 として の 生産 1生の 向上、

つ まり効率的流通と効果的マ ーケ テ ィ ン グ の実現に

むけた対応 ともい え、かかる対応の 確か さが結局 は、

経済全体の 生産性の 向 hを促 し、同時に消費者の 経

済厚生 を高め 、豊かな生活 に 寄与 して い くこ と と な

り、本来の 意味で の消費者主導の経済に シ フ ト して

い くプ ロ セ ス と な る。こ れ こ そ は、ま さに ポ ーター

が指摘する　
‘

グ レードア ッ プ
’

に他な ら ない
。

　21 世紀に 見 る変化 は 20 世紀 の それ を上 回る ス

ピードで進む 。 そ れ だけに 当該マ ネジ メ ン トに は 、

こ うした経済 の グ レー
ドア ッ プを視野にお い た 、そ

して新たな競争環境に則したビジネ スモ デ ル構築へ

の 速やかな革新対応がまさに求 め られ て い る。

【注 】

o 　 産業再生機構は 2005年 3 月7 日 、 ダイエ
ー
再

　　 生 の ス ポ ン サ
ー
（支援企業）に丸紅 を指名決定 。

　　 ダイエ ー再建の如何は業界改革の指針となる 処

　　 だが、その 視界 は 不透明 。

  　 本稿で の 流通企業とは主 として、「商業統計」に

　　 よ る 小 売業 の 業態別分類 で い う 「総 合 ス
ー

　　 パ ー」（イ ト
ー

ヨ
ー

カ
ー

堂、イ オ ン、ダイエ
ー

　　 等 、 大型小売量販店）を対象。

（3）　 グ ロ ーバ ル化対応の遅れ が もた らすリス ク につ

　　 い て は、H ．Korine＆ P−Y 　Gomez （2002）に詳

　　 しい 。

〔4）　 ニ ュ
ーズウ イ

ー
ク （日本語版）：2004．10．13

　　 「グ ロ ーバ ル最強企 業ラ ン キ ン グ」。

〔5）　 2004年 フ ォ
ー

チ ュ ン 500社 ラ ン キ ン グ （売上

　　 高）で は ウ オ ル マ ートが 4 年連続の トッ プ、
一

　　 方利益で は 、Exxon が原油価格の 高騰を反映、

　　 ト ッ プ に返 り咲い た 。

  　 ウ オル マ
ー

トは こ れまで 「従業員 と直接対話す

　　 るの が大切 で 、労組 は 必要ない 。」 と の 立場 を

　　貫 い て きて い る 。 因み に 2005 年 2 月 9 凵、労

　　組 が結成 される予定で あ っ た カ ナダ・ケベ ッ ク

　　 州の店舗を閉鎖する と発表。 そ の 理由に つ い て

　　 「効率的 で利益が出る店舗運営が出来るような

　　協定を労組側と結べ なか っ たた め」と説明。 尚、

　　 2004年末、同社 は中国で の 労組結成 に つ い て

　　 容認す る旨、発表し て い る 。 こ れ は 中国事業拡

　　 大の ため に 、 当局 の 意向に逆 らわな い 姿勢 を明

　　 確にする必要がある と判断した もの と伝え られ

　 　 て い る 。

（η　 2004 年 6 月の株主総会で ウ オ ル マ
ートは雇用

　　 環境改善に向けた以下新施策を発 表。

　　 ・社内に ダ イ バ ーシ テ イー （雇用の 多様性）・オ

　　　 フ ィ ス の コ ン プ ラ イア ン ス （法令順守）チ
ー

　　　 ム を設置。

　　 ・昇進者に おける 女性 や マ イノ リテ ィ
ー

（少数

　　　民族）の 割合 を、昇進希望者に お け る割合 と
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（10）

（11）

（12＞

　等 しくす る目標 。

・目標に達 しない 場合、管理職や経営陣の業績

対応部分 の 報酬 を最大 7．5％ カ ッ ト。来年

　（2005 年）2 月か ら 15％ カ ッ ト。 公正 に報酬

　や 昇進を決めるため に外部 の 人事 コ ン サ ル タ

　ン ト会社 と契約 。

・同業小売業と比べ て 正当な報酬を保障す る た

　め に、地域の マ ー
ケ ッ ト状況を調査 。

・レ ジ打ち従業員 の 交代時間が きたら警告サイ

　ンが 表示さ れ 、対応 しない と自動的に 閉まる

　レ ジの 実験導入。

Tlie　World’

s　Most　Admired　Company （Fortune

Mar ．8，2004）：米 コ ン サ ル 企業
‘The 　Hay

Group’が 1997 年に始め、世界企業 の 経営者

1万人 、
マ ネジ ャ

ー345人に対 して 92の属性に

つ い て ラ ン キ ン グ付けを依頼 し、その 結果 の 平

均ス コ ア
ー

で ラ ン ク付けする 。

P．F，ドラ ッ カー （1995）『未来 へ の 決断』、邦訳

117−122ペ
ー

ジ 。

RS ．ス レータ （2004）『ウオル マ
ー

トの 時代』、

邦訳 183−184 ペ
ー

ジ 。

R．S．ス レータ、前掲書、邦訳 204 ペ ージ。

「ワール ドワ イ ド・リテ ール ・エ クス チ ェ ン ジ」：

世界 の 60 の 小売企業 が 連携 し作 っ て い る BtoB

の 世界で規模は大体 70 兆円。
こ の ほ か に は カ

ル フ
ール、シ アーズが中心 の BtoB として

GNX （GlobaユNet　Exchange）がある 。 尚ウ オ

ル マ
ー

トは 自身単独 に BtoB を運営 。

（13）

〔14）

〔15）

〔16）

（1D

Cls）

（19）

（20）

BusinessWeek ；Feb．28，2005，
‘ Japan 　Isn’t

Buying　the　Wal−Mart　Idea’．

M ．E ，ポー
タ
ー

（1992）「国の競争優位 （下）』、

邦訳 434 ・438 ペ ージ。

主要消費財 メ ーカ の ウ オ ル マ ートへ の 依存度

（売上 ベ ー
ス ）は か な り高い 。例 え ば ダイア ル

ズ （Dials）で 28％ 、 デ ル モ ン テ （De1Monte

Foods）で 24％、レ ブロ ン （Revlon）で は23％ 。

尚メーカーの ウ オ ル マ ート依存の高まりにつ い

て は 単 に メ
ーカ ー

の 問題 とい うこ との みな ら

ず 、米経済 全 体 に と っ て 大 きな 問題 と 。

（BusinessWeek 　Oct．6，
’03

‘
ls　Wa1 −Mart　too

Powe血 1？’）

日経流通新聞 （
’02．6．27）「日本の 小売業 （500

社）調査一
ウオル マ ー

ト旋風」

ウオ ル マ
ー

トで の
一

大変化を生み 出すキーワー

ドが 「ナ レ ッ ジ マ ネジ メ ン ト」とい う。 こ れ ま

で の 海外で の 経験か ら、
‘

い ろ い ろ なベ ス ト・プ

ラ ク テ イ ス を学習 しよ う
’
、とい うや り方に変

わ っ て きて お り、グ ロ
ー

バ ル 戦略の 構築に あ

た っ て もベ ス ト・ロ ーカ ル は捨て が た い 要素と

い う。

J．B．バ ーニ ー
（2002 ）「企 業戦略論 （下）一

全

社戦略編』、 邦訳 235 ペ ージ。

The 　Economist
，
　Sept．25 ， 2004，

‘
Dead　f廿ms

walking
’

M ．ポ ーター、前掲書、邦訳 439 ペ ージ 。 ア ン

ダ
ー

ラ イ ン は筆者 。
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